
１．はじめに

本稿の目的は大きく分けて２つある。１つ目は、混住化地域の近隣関係における互酬性に注

目することによって、社会関係資本論にどのような展望が拓けるかを検討することである。２

つ目は、混住化地域である福井市で実施されたアンケート調査のデータの分析から、近隣関係

における互酬性の実態を明らかにし、社会的な弱者に対する災害時の初動的な援助の在り方に

ついての示唆を引き出すことである。

２．社会関係資本論と互酬性

社会学や経済学、政治学といった領域で、近年、社会関係資本（Social capital）の考え方が

注目を集めている。

社会関係資本の定義は一様ではなく、論者によって強調されるポイントは異なるが、ロバー

ト・パットナムによる代表的な定義である「協調行動を容易にすることにより社会の効率を改

善しうる信頼、規範、ネットワークなどの社会的仕組みの特徴」（Putnam,1993,p167）に見られ

るように、信頼、互酬性などの規範、個人や企業などの間の具体的なネットワークによって定

義されることが多い。

パットナムは社会関係資本が豊かであることのメリットとして、１）市民による集合的問題

の解決を容易にすること、２）コミュニティの円滑油となること、３）寛容で他者の不幸に共感

的な性格特性の形成・維持につながること、４）目標達成を促進するのに有用な情報の流れる

パイプとして機能すること、をあげている（Putnam, 2000, pp342‐347）。

社会関係資本が豊かな社会は孤立した人をつくらない包容力のある社会になると考えられ、

地域コミュニティの一体感の醸成や犯罪の抑止が社会関係資本の効果として指摘されている。

大規模な自然災害の発生に際しても、社会関係資本が充実していれば、治安が維持され、略奪

行為などの発生が抑止され、子どもや老人、障害者といった社会的弱者に対する配慮や援助が

行われやすいことが期待できる。災害時の初動的な助け合いにおいて、距離的な近接性の観点
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からも地域コミュニティ、特に、近隣との関係が鍵になる。そのため、個人間の対面的なネッ

トワークを核として形成される住民相互の信頼関係や互酬性といったミクロレベルでの社会関

係資本を充実させておくことが重要であると考えられる。

３．先行研究の検討

社会関係資本に関する研究には膨大な蓄積があり、論者によって社会関係資本を個人の資産

として捉えるか、社会やコミュニティに帰属するものと考えるか等で議論が分かれる。紙幅の

関係もあり、輻輳した議論について詳細なレビューを行うことは困難である。ここでは、近隣

関係における社会関係資本の検討という本稿の課題に即して、必要な限りでの概観をおこない

たい。

社会関係資本の構成要素となる信頼、互酬性の規範、ネットワークに関しては、さまざまな

立場から検討が加えられており、いくつかの下位区分が行われている。

ネットワークに関しては、閉じたネットワークと開いたネットワークが区別される。ジェー

ムス・コールマンは図

１のような概念図を提

示し、ネットワークが

閉じているほうが互酬

性の規範が貫徹しやす

いと論じている（Cole-

man, 1988）。

ネットワークに関し

ては、さらに、異質な

もの同士を結びつける

ブリッジング（橋渡し型）と、同質的なもの同士が結びつくボンディング（結束型）を区別す

るのが一般的である。パットナムは、ブリッジング、ボンディングの特徴として、それぞれ、

１）内向きの指向を持ち、排他的なアイデンティティと等質な集団を強化していくこと、２）外

向きで、さまざまな社会的亀裂をまたいで人々を包摂していくこと、を指摘し、その例として、

少数民族集団における密接なネットワークと公民権運動をあげている（Putnam, 2000, p20）。

ブリッジング／ボンディングの類型に関しては、選択的なネットワークで構成される NPO

活動などが前者の、非選択的なネットワーク（地縁）で構成される地域コミュニティなどが後

者の、それぞれ典型例として扱われることが多い。こうした議論の背景として、社会関係資本

に関する議論が蓄積されてきた欧米社会において、居住地に関して人種や社会階層によるセグ

リゲーションが進んでいることを指摘することができる。福井市のような内からの混住化が進

出所：Coleman「人的資本の形成における社会関係資本」より筆者作成

図１ 閉じたネットワークと開いたネットワーク
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んだ地域の場合、価値観の共有を核として形成される選択縁型の組織に対して、たまたまそこ

に住み合わせたという偶然性を核に形成される地縁型の組織の方が、構成員の同質性が高いと

は必ずしもいえないように思われる１）。

混住化とは、「従来農家を中心として構成されてきた“ムラ”が、高度経済成長期以降、主

として就業構造の変動と人口移動による急激な成員の変化によって、従来の村落社会の構造的

枠組みが変容」（徳野，２００２，ｐ２２７）していく過程である。混住化の要因として、農村に内在す

るものと外部からもたらされるものを区別することができる。前者は兼業化と離農の増加によ

り、従来から農村に住んできた住民の就労形態が多様化し、それに伴って、生活様式も多様化、

都市化していくこと指し、内からの混住化と呼ばれる。後者は都市的な生活様式を持つ住民の

農村への転入を意味し、外からの混住化と呼ばれる。ベットタウン化に伴う大都市近郊の農村

への人口流入などが、その典型例である。福井市をはじめとする地方都市のほとんどでは、流

入人口の大部分は、大都市圏からのものではない。生活様式としてのアーバニズムは外部から

持ち込まれたというより、兼業化や離農の増加に伴い、職業、学歴、収入などの社会階層に関

わる要因が多様化したことで、もたらされると考えられる。大都市圏からの人口流入によって

形成されるニュータウンの場合、地価などを媒介として、社会階層によるセグリゲーションを

伴いがちである。これに対して、内からの混住化の場合、生活様式や価値観の多様化はモザイ

ク状に進展していくと考えられる。

信頼に関しては、特定の個人や組織に対する信頼（特定化信頼）と不特定多数の他人に対す

る信頼（一般的信頼）を区別することができる。前者は、自分が相手に何らかの利益を供与し

た場合、将来その見返りがどの程度期待できるかという確率としてとらえられるため戦略的信

頼（strategic trust）とも呼ばれる。これに対して、不特定多数の他人、言い換えれば社会全般

に対する信頼は道徳主義的信頼（moralistic trust）と呼ばれる（Uslaner, 2002）。アンケート調査

の分析結果からも、一般的信頼と特定化信頼との相関は低いことが知られており、両者は別々

のものである可能性が高いといわれている（稲葉，２０１１）。例えば、治安が悪化した社会では、

一般的信頼は低くなるであろうが、犯罪や暴力から身を守る必要性から仲間内での結束が強化

され、特定化信頼は高くなることが予想される。

互酬性の規範に関しても、信頼と同様に、社会全般に対する一般的互酬性と特定の人や組織

に対する特定化互酬性が区別できる（Warren, 2001）。お土産をいただいたお返しとして、自分

が旅行に行った際に、お土産を渡すのが特定化互酬性であり、献血や募金のような活動が一般

的互酬性にあたる。そこでは、直接的な見返りが期待されているわけではなく、持ちつ持たれ

つの関係の中で、間接的な形で報われることがあればよしとする「情けは人の為ならず」とい

った論理が働いている。

日本における社会関係資本論の代表的な論者である稲葉は、社会関係資本に関して、一般的
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信頼に連なるネットワークと互酬性、特定化信頼に連なるネットワークと互酬性の２種類が区

別できるとした上で、信頼とネットワークの関係について、「閉じたネットワークはどうして

も閉鎖的になり、特定化信頼を醸成するという関係が考えられる。つまり、「閉じたネットワ

ーク→特定化信頼」という因果関係である。一方、一般的信頼は、むしろ格差や教育などの外

生的な要因の影響を受け、ネットワークとの関係でいえば、「一般的信頼→開いたネットワー

ク」という逆の因果関係が考えられる」（稲葉，２０１１，ｐ３９）と述べ、図２を提示している。

社会関係資本論の文脈では、ネットワークや信頼に関して、さまざまな角度からの分析や議

論が蓄積されてきたのに対して、互酬性に関しては、規範が存在することの重要性は指摘され

るものの、互酬的な相互作用の内実についての踏み込んだ議論はあまり見られない。

互酬性に関する研究は、Ｍ．モースの『贈与論』（１９２４）を嚆矢として、社会学の領域で進め

られており、互酬性の規範のはらむ独特の曖昧さが注目されてきた。Ａ・Ｗ．グールドナーによ

れば、社会的相互作用は原則として、親切にしてくれた人に対しては親切にしなければならな

い、恩のある人を裏切ってはならないといった互酬性の規範（norm of reciprocity）によって支

えられているとされる。こうした観点からは、社会的相互作用の過程を社会的な交換の過程で

あるとみなすことができる。

互酬性の規範は、人びとを拘束して、１）社会的交換を等価交換に近づけるように要求して

くるが、その一方において、２）等価といっても、おおよその等価（rough−equivalent）でなけ

図２ 社会関係資本の２つの三角形

出所：稲葉「ソーシャル・キャピタル入門 孤立から絆へ」から著者作成
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ればならないと要求してくるものでもある。旅行のお土産をいただいた（贈与された）ときに、

その値段を尋ねて、すぐにその金額を渡したのでは、好意を受け取ったことにはならない。自

分が旅行に行った際に、それに見合ったお土産を送り返すこと（反対贈与）によって、バラン

スをとらなければならない。贈与に対する反対贈与には、時間的な遅延が伴うとともに、当事

者同士が合意した等価性の基準がなく、契約的な責務も存在しない。こうした意味で、市場に

おける経済的交換とは異なっている。互酬性の規範は、完全な決済（バランスの成立）を禁ず

ることを通して、人びとを互いに「負債のある状態」にとどめ、借りが返済されたのかどうか、

あるいは、長期的に見てどちらが借りをつくっているかを曖昧にする。互酬性は、短期的には

相手の利益になるようにという利他主義に基づいているが、長期的には自分に利益が返ってく

るだろうという利己主義に基づいており、利他と利己を調和する機能を持つと考えられる。

先行研究の検討から、近隣関係における社会関係資本の構成要素として、閉じたネットワー

ク、特定化信頼、特定化互酬性に注目すべきことが明らかになった。

社会関係資本に関する議論が社会科学の諸領域に大きなインパクトを与えた理由の一つとし

て、具体的で測定可能な変数を提供し、サーベイと統計データに基づく実証的研究を行ってき

たことがあげられる。次に、コミュニティレベルにおける社会関係資本の計測方法について検

討していきたい。

日本における大規模な社会関係資本に関する調査としては、内閣府が２００３年と２００５年に実施

した都道府県レベルの比較調査があり、質問票の１０の設問に対する回答ならびにその回答率と

２つの統計データが変数として利用されている。具体的には、①近所づきあいの程度、②つき

あっている人の人数、③友人・知人との職場外でのつきあいの頻度、④親戚とのつきあいの程

度、⑤スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況、⑥一般的に人は信頼できると思うか、⑦近所

の人々への信頼度、⑧友人・知人への信頼度、⑨親戚への信頼度、⑩地縁的活動への参加状況、

⑪ボランティア・NPO・市民活動への参加状況（社会生活基本調査２００１年のボランティア活動

行動者率）、⑫寄付の状況（２００１年の人口一人あたり共同募金額）からなっている。信頼、社

会参加、つきあい・社会的交流の三つの観点を総合したものであるとされるが、①～⑤がネッ

トワーク、⑥～⑨ならびに回答率が信頼、⑩～⑫が互酬性の規範に対応していると考えられる。

信頼に関しては、さらに、⑥と回答率を一般的信頼、⑦～⑨を特定化信頼に下位区分すること

ができる。これに対して、互酬性の規範に関しては、すべて一般的互酬性を測定する項目にな

っており、個人ベースで測定されているものは１つに過ぎない。

パットナムが『孤独なボウリング』でおこなったアメリカの州別社会関係資本の測定に用い

た１４の指標には、「友人を家庭で歓待した回数」といった特定化互酬性に関する項目が含まれ

ているが、こうした例外を別にすれば、特定化互酬性に関する測定は重視されてこなかったと

言わざるを得ない２）。
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４．混住化地域おける近隣関係の特徴

稲葉は上述の社会関係資本の２つの三角形（図２）に象徴されるように、２つのサイクルを

独立したものと捉え、相互の影響関係については考慮していない。２つのサイクルをつなぐ可

能性が想定されない理由として、社会関係資本論における互酬性の位置づけの低さがあるよう

に思われる。ここでは、混住化地域での近隣関係おける互酬性に注目することによって、特定

化信頼と一般的信頼を架橋する可能性が拓かれることを示しておきたい。

地域コミュニティは、友人や知人、アソシエーション型の組織に比べれば選択性が低く（隣

に住み合わせた住人が気に入らないからといって、簡単には引っ越せない）、そうした意味で、

閉じたネットワークを形成しているといえる。福井市のような混住地域では、地域住民の社会

階層（学歴や職業、収入など）や家族構成は一様ではなく、構成員の同質性は高くなく、そう

した意味で、異質なもの同士を結び付けるブリッジングの機能を果たしていると考えられる。

混住化地域における近隣関係の特徴を、ネットワークの選択性の低さとブリッジング（構成員

の多様性）の組み合わせとして把握することができる。

ネットワークの選択性の高さ、構成メンバーの同質性／異質性という観点からは、４種類の

組み合わせが可能である。比較のために他の組み合わせについても類型化をおこない、その特

徴について検討してみたい。選択性、同質性がともに高いネットワークとしては、親しい友人

関係が考えられる。選択性が低く、同質性が高いネットワークとしては、親戚関係を想定する

ことができる。NPO組織などにおける人間関係は、選択性が高く、同質性が低いとされる。

同質性が高いもの同士の間に成立する特定化互酬性は、自分とバックグラウンドを異にする他

者への信頼にはつながりにくいと考えられる。これに対して、選択性が高い人間関係おける互

酬性は安定性が乏しいという特徴を持つ。こうした特徴をまとめたものが表１であり、異なる

バックグラウンドを持つもの同士の間に、安定した特定化互酬性が成立しうるのは、選択性・

同質性がともに低いパターンに限られることが分かる。

表１ ネットワークの選択性と構成メンバーの特徴による４類型

ネットワークの
選択性

構成メンバーの
特徴

互酬関係の安定性
バックグラウンドを
異にする他者への信頼

混住化地域における近隣関係 低 異質的 ○ ○

親戚関係 低 同質的 ○ ×

友人関係 高 同質的 × ×

NPO組織などでの人間関係 高 異質的 × ○
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安定した特定化互酬性の成立は、特定化信頼の形成につながると考えられる。親族集団や少

数民族集団のように同質性が高く、バックグラウンドを共有するもの同士に特定化信頼が構築

されたとしても、不特定多数の他者への信頼である一般的信頼につながるとは限らない。これ

に対して、同質性が低く、バックグラウンドを共有しないもの同士の特定化信頼は、一般化信

頼を醸成する揺籃として機能することが期待できる。混住化地域において近隣交際が活発であ

れば、「同質性が低い集団における閉じたネットワーク → 特定化互酬性 → 特定化信頼 → 一

般的信頼」といった経路を通して、一般的信頼が醸成される可能性が拓かれることになる。

以下では、福井市で実施されたアンケート調査のデータの分析を通して、混住化地域の近隣

関係における互酬性の実態について明らかにしていきたい。

５．アンケート調査の概要と分析の方法

１）調査の概要

福井市は、２０歳以上の福井市

民から無作為抽出した２０００人を

対象とする「第２次福井市地域

福祉計画策定における調査」を

２０１１年３月に郵送法で実施した。

有効回収数は１０１６件（回収率

５０．８％）であった。筆者らは、

調査票の内容の検討に関わると

ともに、「地域社会開発研究会」

としてデータの入力・分析、集

計結果の作成について委託を受

けた。回答者の基本属性につい

てまとめたものが表２である。

２）分析の方法

今回の調査では、「近所の方に支えられた（助けられた）経験の有無」および「支えられた

（助けられた）内容」、「近所付き合いの程度」、「近所の困っている世帯にしたい手助けの程度」、

「他人の手助けの必要の有無」、「日常生活が不自由になったときに、近所の方にして欲しいこ

と」について尋ねている。まず、これらの５つの質問について集計し、基本属性（性別と年代）

との関係を検討する。次に、これらの変数の相互関係の分析を通して、ネットワーク（近隣関

表２ 回答者の基本属性

項目 カテゴリー ％

性別 男性 ４７．４

（Ｎ＝９９７） 女性 ５２．６

年齢 ２０～２９歳 ９．０

（Ｎ＝９９９） ３０～３９歳 １４．４

４０～４９歳 １５．４

５０～５９歳 １７．７

６０～６９歳 ２２．３

７０～７９歳 １４．５

８０歳以上 ６．６

職業 会社員 ２７．７

（Ｎ＝９９６） 公務員・団体職員 ８．３

自営業 ９．９

農林漁業 ２．０

パート・アルバイト １２．６

学生 ０．７

家事専業 １４．８

現在は働いていない １９．８

その他 ４．２
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43.1 

56.9 

 
 

N=975 

係におけるネットワークの強度）と互酬性（被贈与に関する経験と意向、および反対贈与に関

する意向）の実態について明らかにしていきたい。

６．５つの変数の集計結果と基本属性との関係

１）近所の方に支えられた（助けられた）経験の有無とその内容

「近所の方に支えられた（助けられた）経験の有無」についてまとめたものが図３である。

４３．１％と回答者の半数近くが、近所の方から支えられた（助けられた）という形で、被贈与の

経験があることが分かる。支えられた（助けられた）経験のあるものについて、その内容をま

とめたものが図４である３）。「話し相手や相談相手」がもっとも多く３９．３％で、以下、「安否

確認の声かけ」（２０．７％）、「子どもの一時預かり」（１４．５％）と続く。気候的な条件もあり「除雪」

という回答が９．６％と４番目に多い。性

別との関係で見ると（図５）、若干ではあ

るが（１０％水準で有意傾向あり）、女性に

そうした経験が多く見られる。年代別の

比較では（図６）、８０歳以上の超高齢者層

で６０．３％とそうした経験が突出して多く、

子育て期や親世代の介護期に当たる３０歳

代（４６．２％）、４０歳 代（４６．７％）、５０歳 代

（４３．１％）で４割を越える。６０歳代、７０

歳代では２０歳代と並んで３割台に留まる

（５％水準で有意）。

図４ 近所の方に支えられた（助けられた）こと

図３ 近所の方に支えられた（助けられた）経験の有無
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２）近所付き合いの程度

どの程度の近所付き合いを望ましいと考えるかについて、ＮＨＫ放送文化研究所が５年ごと

に実施している「日本人の意識調査」に調査項目があり、経年変化をたどることができる４）。

「なにかにつけ相談したり、助け合えるようなつきあい」（全面的つきあい）、「あまり堅苦しく

なく話し合えるようなつきあい」（部分的つきあい）、「会ったときに、あいさつする程度のつき

あい」（形式的つきあい）の３段階で尋ねられている。結果をまとめたものが、表３である。全

面的つきあいを望ましいと考えるものの割合は３４．５％から１９．４％に低下している。これに対し

て、形式的なつきあいを望ましいと考えるものの割合は１５．１％から２５．６％へと増加している。

表３ 望ましいと考えられる近隣とのつきあい方の変化

図５ 性別×支えられた（助けられた）経験の有無

図６ 年代×支えられた（助けられた）経験の有無

１９７３年 １９７８年 １９８３年 １９８８年 １９９３年 １９９８年 ２００３年 ２００８年

形式的つきあい １５．１ １５．１ １９．６ １９．２ １９．８ ２３．２ ２５．２ ２５．６

部分的つきあい ４９．８ ５２．５ ４７．５ ５３．４ ５４．２ ５３．３ ５４．０ ５３．７

全面的つきあい ３４．５ ３１．９ ３２．４ ２６．８ ２４．９ ２２．８ １９．６ １９．４
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人びとが求める地域のつながりが、深いものから浅いものへと変化してきていることがうかが

える。

今回の調査では近所付き合いの程度について、「困っているときには、何でも相談して助け

合っている」、「何でも相談できるとまではいかないが、内容によっては相談し助け合っている」、

「よく世間話をする」、「たまに立ち話をする」、「会えばあいさつをかわすだけ」、「ほとんど付

き合いがない」の６段階で尋ねている。結果をまとめたものが図７である。

地域のつながりを明らかにすることを目的として実施された全国規模の社会調査としては、

内閣府による「平成１８年度国民生活選好度調査」がある５）。近所付き合いの程度（３段階）ご

とにその人数を尋ねている。結果をまとめたものが図８である。生活面で協力し会う人がいな

いという回答が６５％を越えている。

図８ 近所付き合いの程度とその人数

図７ 近所付き合いの程度
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質問の仕方や回答の形式が異なるため単純な比較はできないが、福井市における近所付き合

いの在り方は、全般的にみれば、全国平均並であると考えてよさそうである。

福井市で実施した調査について、近所付き合いの程度を高、中、低の３段階にまとめ直した

ものと性別、年代との関係についてみると、性別による違いはみられず（図９）、年代について

は、年代が高くなるに従って付き合いの程度が高いものの割合が増加し、低いものの割合が減

少する傾向が認められる（図１０）。

３）近所の困っている世帯にしたい手伝いの程度

今回の調査では、近所に、高齢者や障がい者に関することや、子育てなどで困っている世帯

がいた場合の手伝いの程度について、「できる限りの手伝いをする」、「できる範囲で手伝いを

する」、「ある程度は手伝いをする」、「少しくらいなら手伝いをする」、「緊急性が高い場合だけ

図１０ 年代×近所付き合いの程度（３区分）

図９ 性別×近所付き合いの程度（３区分）
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手伝いをする」、「手伝わない」の６段階で尋ねている。結果をまとめたものが図１１である。「で

きる範囲で手伝いをする」という回答が５２．８％と多く、これに「緊急性が強い場合だけ手伝い

をする」（１５．１％）、「少しくらいなら手伝いをする」（１４．４％）が続く。

手伝いの程度を、高、中、低の３段階にまとめ直したものと、性別、年代との関係について

みると、男性に比べて女性の方がしてもよいと考えている手伝いの程度が高いという傾向あり

（図１２）、年代による違いは小さく有意差は認められない（図１３）。

図１１ 困っている近所の世帯に対する手伝いの程度

図１２ 性別×困っている近所の世帯への手伝いの程度（３区分）
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近所付き合いの程度ではみられなかった性別による違いが、手伝いの程度では確認された。

介護や育児に関して固定的な性別役割分業の考えが根強いこと、その結果としてそうした経験

やスキルに関して男女差が大きいことが影響していると考えられる。年代によって近所付き合

いの程度には大きな違いがみられたが、手伝いの程度に関してはほとんど差がでなかった。前

者が実際の付き合いの程度（行為レベル）を尋ねた質問であったのに対して、後者が仮定に基

づいて意向（意識レベル）を尋ねた質問であったことが、影響していると思われる。近所付き

合いの乏しい若年層も、困りごとを抱えている近隣の世帯に一定の手伝いをしてもよいという

意識を持っており、そうした意図を行為につなげる回路を整備できれば、近隣関係における互

酬性の輪を広げられる可能性が高い。

４）他人の手助けの必要の有無

アンケートでは、加齢や障がい、環境の変化な

どの理由で、現在、回答者やその家族に日常生活

を営む上で、他人の手助けが必要なことがあるか

どうかを尋ねている。回答をまとめたものが図１４

であり、回答者の２割程度がなんらかの手助けを

必要としていることが分かる。

性別に関しては、男性よりも女性に手助けを必

要としているものが多い（図１５）が、１）高齢者

の占める割合が男性よりも女性の方で高いこと、

図１３ 年代×困っている近所の世帯への手伝いの程度（３区分）

図１４ 他人の手助けの必要の有無
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２）家族のケアを担うのは女性の方が圧倒的に多いこと、３）収入面でも男女で差があること、

などが関係していると思われる。年代に関しては、加齢による身体面での変化を反映して７０歳

以上の高齢者、特に８０歳以上のものに手助けが必要な傾向が顕著である。これに、親世代の介

護期にあたる５０歳代、就業や収入、結婚、子育てなどの要因が複合しやすい２０歳代が続く（図

１６）。

５）日常生活が不自由になったときに、近所の方にして欲しいこと

アンケートでは、回答者や回答者の家族が高齢や病気や事故などで、日常生活が不自由にな

ったとき、近所の方にどのようなことをして欲しいかについて、９項目に対する複数回答（あ

てはまるものすべてに○）で尋ねている。結果をまとめたものが図１７である。「安否確認の声

かけ」が６１．６％ともっとも多く、それに「話し相手や相談相手」（３２．７％）、「買い物やゴミ出し」

（３２．４％）が続く。「食事の仕度や後かたづけ、掃除や洗濯の手伝い」といった日常生活に入

図１５ 性別×他人の手助けの必要の有無

図１６ 年代×他人の手助けの必要の有無
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り込んだ援助や「子どもの一時預かり」といった小さな子どもの有無に左右される項目を選択

したものは１割を切る。「特にない」という回答も１４．８％みられた。

近所の方にして欲しいことの数について

まとめたものが図１８である。１つの項目だ

けを選択したものが３分の１程度、２つの

項目を選択したもの、３つ以上の項目を選

択したものはそれぞれ４分の１程度と数に

ばらつきがみられる。

性別に関しては、３つ以上の項目を選択したものは女性の方に多く（図１９）、年代に関しては、

７０歳代、８０歳以上の高齢層で「特にない」を選んだものと１項目のみを選択したものを合わせ

ると６０％を越えることが注目される（図２０）。他人の手助けを必要とするものは高齢者に多いと

いう集計（図１６）と、一見すると矛盾する結果となっている。高齢者が必要としている手助け

が、日常生活に入り込まないと実施できないものであったり、労力的・時間的な負担の大きな

ものであったりするため、近所の方に頼めるレベルを超えているという判断が働いたのかもし

れない。

図１８ 日常生活が不自由になったときに、
近所の方にして欲しいことの数

図１７ 日常生活が不自由になったときに、近所の方にして欲しいこと
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７．近隣関係における互酬性

近隣関係の特徴として、選択性の低さと匿名性の低さをあげることができる。コールマンが

指摘しているように、こうしたネットワークにおける互酬関係は安定的で、フリーライダーが

発生する余地が少ないことが予想される。次ぎに、５つの変数の相互関係の分析を通して、近

隣関係おける互酬性の内実について検討していきたい。

１）近所付き合いの程度との関係

まず、近所付き合いの程度が、支えられた（助けられた）経験の有無、近所の困っている世

帯への手伝いの程度、日常生活が不自由になったときに近所の方にして欲しいことの数、にど

図２０ 年代×近所の方にして欲しいことの数

図１９ 性別×近所の方にして欲しいことの数

福井県立大学論集 第４１号 ２０１３．８

―２８―



のように影響しているかをみていきたい。

図２１から明らかなように、 近所付き合いの程度が高いものほど、近所の方に支えられた（助

けられた）経験が多く、支援を受けやすい傾向が認められる。

困っている世帯に対する支援の意図についても、近所付き合いの程度は影響し、付き合いの

程度が高いものほど、より積極的な支援をおこないたいと考える傾向がみられる（図２２）。

日常生活が不自由になったときに近所の方にして欲しいことの数に関しては、近所付き合い

が低いものと中程度のものは大きな違いは認められないが、付き合いの程度が高いものでは、

「特になし」という回答が半減し、３つ以上の項目を選択するものの数が増加する（図２３）。

近所付き合いの程度が高いものほど、１）実際に近所の方から支えられた（助けられた）経

験を多く有しており、２）近所に困っている世帯があれば積極的に手助けをしたいという意向

を持ち、３）逆に、自分の生活が不自由になった場合には多くの手助けを期待している、とま

とめることができる。近隣関係におけるネットワークの緊密さは、贈与と反対贈与からなる互

酬性の規範を強化し、行為レベルでも相互扶助を活性化していることがうかがえる。

図２１ 近所付き合いの程度×支えられた（助けられた）経験の有無

図２２ 近所付き合いの程度×近所の困っている世帯にしたい手助けの程度

混住化地域の近隣関係における互酬性

―２９―



２）支えられた経験との関係

次に、近所の方に実際に支えられた（助けられた）という経験が、支援の意図や被支援への

期待にどのように影響するかについて検討したい。

過去に支えられた（助けられた）経験のあるものほど、困っている世帯に対して積極的な手

助けをしたいと考えており（図２４）、自分の生活が不自由になった場合にして欲しいことの数も

増加する傾向がある（図２５）。

図２３ 近所付き合いの程度×近所の方にして欲しいことの数

図２４ 支えられた（助けられた）経験の有無×困っている世帯にしたい手助けの程度

図２５ 支えられた（助けられた）経験の有無×近所の方にして欲しいことの数

福井県立大学論集 第４１号 ２０１３．８

―３０―



３）したい手助けの程度として欲しいことの数の関係

近所に困っている世帯がいた場合、より積極的な手助けをしたいと考えているものほど、自

分の日常生活が不自由になった場合に、より多くの手助けを期待する傾向が認められる（図２６）。

近隣関係における互酬性の特徴として、贈与と反対贈与のバランスを図ろうとする規範が非常

に強く働いていることがうかがえ、フリーライダーが発生する余地が少ないことが確認できる。

４）手助けの必要の有無との関係

最後に、手助けの必要の有無との関係を検討することを通して、近隣関係における互酬関係

が実際に手助けを必要とするものを包摂できているかについて検討していきたい６）。

図２７にみられるように、加齢や障がい、環境の変化などの理由で、現在、回答者やその家族

に日常生活を営む上で、他人の手助けが必要なことがあるものとないものを比較すると、手助

けを必要とするものの方が近所の方に支えられた（助けられた）経験が有意に多い。近隣関係

における扶助が、社会的弱者に比重を置く形で向けられていることがうかがえる。しかしなが

図２６ 困っている世帯に対する手伝いの程度×近所の方にして欲しいことの数

図２７ 他人の手助けの必要の有無×支えられた（助けられた）経験の有無
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ら、他人の手助けを必要とするもののうち、近隣からのなんらかの扶助が向けられているもの

は６４．９％にとどまり、残りの３分の１強は近隣からの支援が受けられていない。

近所付き合いが乏しいものは、他人の手助けが必要な状態に陥っても、１）近隣住民にその

ことが認知されにくい、２）近隣にそうした情報を伝達する回路が乏しく、情報発信に関して

も遠慮がちになりやすい、３）相互扶助的な関係（特定互酬性）が構築できていないため手助

けを求めにくい、などの理由で、近所付き合いを緊密におこなっているものに比べて、近隣か

らの支援が受けられていない可能性が高いと思われる。近所付き合いとの関係を検討していき

たい。

他人の手助けの必要の有無と近所付き合いの程度の関係をまとめたものが図２８である。手助

けを必要とするものに、近所付き合いの程度が高いものが多いという傾向が認められる。これ

は、高齢者ほど近所付き合いの程度が高く、他人の手助けを必要とするものも多いためである

と思われる。また、近隣関係は長い期間をかけて形成されていくため、現状が困難なものであ

るからといって、急に疎遠になったりはしないということも考えられる。

近所付き合いの程度ごとに、他人の手助けの必要の有無と支えられた（助けられた）経験の

有無の関係をまとめたものが図２９～３１である。

図２８ 他人の手助けの必要の有無×近所付き合いの程度

図２９ 他人の手助けの必要の有無×支えられた（助けられた）経験の有無【近所付き合い：高】
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近所付き合いの程度に関わらず、近隣関係における扶助は手助けを必要としているものに向

けられやすいという傾向が認められる。しかし、その割合には大きな差があり、近所付き合い

の程度が高いグループでは、手助けを必要としているものの８割以上に、なんらかの支援がお

こなわれているのに対して、中程度のグループでは６割程度、低いグループでは５割以下と支

援を受けた経験のあるものの割合が逓減していく。

近所付き合いの程度が高いグループでは、手助けを必要としないものであっても、半数以上

が近所の方から支えられた（助けられた）経験を有している。近隣関係のような選択性や匿名

性の低いネットワークには、「しがらみ」と表現されるような同調圧力を生み出す弊害もある

が、対面的な関係の中で時間をかけて形成された特定化互酬性は、強い信頼関係を生み出すこ

とができる。そうした素地が存在するかどうかが、他人の手助けが必要になったときに、近隣

から援助が得られるかどうかを大きく左右していると考えられる。

地域で暮らしている高齢者や障がい者に、災害などの緊急時に適切な支援を差し向けられる

体制の整備が大きな課題になっている。今回の調査では、要援護者から、地域支援者として依

頼されたらどうするかを尋ねている（図３２）。

図３０ 他人の手助けの必要の有無×支えられた（助けられた）経験の有無【近所付き合い：中】

図３１ 他人の手助けの必要の有無×支えられた（助けられた）経験の有無【近所付き合い：低】
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「わからない」という回答が最も多く、半数近くに達するが、「なっていみたい」という回

答も３割近くみられる。

災害時の緊急対応システムの構築に際して、初動活動の担い手として期待されている地域住

民（地域支援者）が、援助を必要とする災害弱者の存在を認識していることが、その前提条件

となる。しかしながら、個人情報保護との兼ね合いで、災害弱者に関する情報を集約し、それ

を地域住民に周知するには、クリアすべきハードルが数多く存在する。結果的に、個人情報の

開示に合意するものの多くが、すでに近隣との間に互酬的な関係を形成しているものに限定さ

れがちで、既存の社会的ネットワークに包摂されていないと、緊急対応システムからもこぼれ

落ちてしまうといった事態が予想される。近隣との日常的なコミュニケーションを促進し、お

互いに顔が見える関係を構築していけるような仕組み作りを進めていくことが重要であると思

われる７）。

近隣との相互扶助的な関係をはじめとする社会関係資本が、治安、環境、健康・医療、教育

といった分野での問題解決にあたって、有効に機能することが多くの研究によって実証されて

きている（今村・園田・金子，２０１０）。一方で、社会関係資本を醸成する方法に関して、一般的

な解が提示されているわけではない。地域住民、市民活動のネットワーク、地方行政機関、自

治会（町内会）などの地域組織、病院や大学、社会貢献活動を実施している企業などの多様な

主体の協力体制を構築し、信頼や互恵関係を形成していくためには、コミュニティごとに共有

可能な関心事を核として、規範形成、役割分担、情報と成果の共有を進めていく息の長い取り

組みが必要になる（野田編，２０１２）。

図３２ 地域支援者になることを依頼されたらどうするか
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８．まとめ

本稿の前半では、混住化地域の近隣関係における互酬性に注目することによって、社会関

係資本論に拓くことのできる地平について概説し、後半では、混住化地域としての福井市での

近隣関係における互酬性の実態を明らかにした。今回の調査では信頼に関する質問が実施され

ていないため、一般的な互酬性の指標として「ボランティア活動や市民活動（NPOなど）の

参加経験」を取り上げ、特定化互酬性を表す「近所付き合いの程度」や「近所の方に支えられ

た（助けられた）経験の有無」との関係について見ておきたい。

「近所付き合いの程度」との関係をみると（図３３）、付き合いの程度が高いものほど、ボラン

ティア活動や市民活動（NPOなど）への参加経験が豊富であることがわかる。近所付き合い

の程度が低くなるに従って、「現在、参加している」という回答は、１３．７％、１１．０％、４．８％

と逓減していく。「近所の方に支えられた（助けられた）経験の有無」に関しても同様の傾向

がみられ（図３４）、支えられた（助けられた）経験のあるものの方が、ないものに比べて、ボラ

ンティア活動・市民活動（NPOなど）への参加経験が豊富である。

図３３ 近所付き合いの程度×ボランティア活動・市民活動への参加経験

混住化地域の近隣関係における互酬性

―３５―



福井市の調査からは、「特定化互酬性」と「一般的互酬性」の間に、一方が高いほど、他方

も高いという関係性が確認できる。社会関係資本の２つの三角形は、稲葉（２０１１）の想定とは

異なり、必ずしも断絶した関係にあるわけではない。社会階層によるセグリゲーションが顕著

でないという地域特性は、福井市に固有のものではなく、日本の多くの地方に共通する特性で

あると思われる。町内会（自治会）といった日本固有の地域コミュニティ組織の存在とあいま

って、「特定化信頼」と「一般的信頼」を架橋する働きをしていることが予想される。

信頼性を測定できる質問項目を組み込んだ社会調査の実施を通して、本稿で提示した「同質

性が低い集団における閉じたネットワーク → 特定化互酬性 → 特定化信頼 → 一般的信頼」と

いった経路が機能していることを確認することが、今後の課題である。

注

１）社会関係資本論で用いられるボンディング／ブリッジングの区別は、グラノヴェターらによるミクロ

レベルでの研究（後述）から得られた知見を敷衍したものであるが、メゾレベルの研究において集団

の同質性／異質性に関する実証的な検証はほとんどおこなわれていない。

ボランティア活動への参加は選択性が高いため、一般的にブリッジングの働きをすると考えられてい

る。総務省の「平成１８年社会生活基本調査」では、ボランティア活動の形態について調べているが、

「町内会・老人クラブ・青年団など」に加入しておこなったという回答がもっとも多く、それに「地

域の人と」という回答が続くという結果になっている。選択縁／地縁とボンディング／ブリッジング

の関係は入り組んでいる可能性が高く、社会階層によるセグリゲーションが顕著でない混住化地域に

対して、地縁型＝ボンディング、選択縁型＝ブリッジングという図式が当てはまるかどうかの判断に

は慎重を期す必要があると考える。

２）稲葉（２００５）は社会関係資本に関する議論を整理し、社会関係資本を、個人の私的財とみなすミクロ

図３４ 支えられた（助けられた）経験の有無×ボランティア活動・市民活動への参加経験
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な捉え方、特定のグループ内におけるクラブ財とみなすメゾレベルの捉え方、社会全般に関する公共

財とみなすマクロな捉え方に、分類している。ミクロな捉え方では、個人ないし組織間のネットワー

クが注目され、ソシオメトリック測定法などを用いてネットワークの構造や強度に関する実証的な研

究が蓄積されている。代表的な業績としては、閉じたネットワークを形成しがちな強い紐帯に対して、

閉鎖的なネットワークをつなぐ局所ブリッジになりうる弱い紐帯の情報伝達機能における優位性を指

摘したグラノヴェター（１９７３）などが挙げられる。マクロレベルの研究としては、「世界価値観調査

（World Value Survey）」などが挙げられ、一般的信頼のような認知的な価値観を中心とした測定、分析

が進められている。メゾレベルの研究はその中間に位置し、ネットワークと価値観の総合的把握が目

指されるが、内閣府の調査にみられるように、特定化互酬性の測定はほとんどおこなわれていない。

３）「その他」を選択したものには、その具体的な内容を記述してもらっている。それを分類し、１０人以

上が該当した「除雪」、「冠婚葬祭」、「水害・火事等の災害時」という項目を事後的に構成してある。

４）「日本人の意識」調査は、１９７３年から２００８年まで５年ごとに、全国の１６歳以上の国民５４００人（４５０地点

×１２人）を対象に個人面接法で実施されている。有効回収率は第２回（１９７８年）が最高で７８．５％、第

８回（２００８年）が最低で５７．３％であった。

５）「平成１８年度国民生活選好度調査」は、全国の１５歳以上８０歳未満の男女を対象に２００７年１月におこな

われた調査。層化２段無作為抽出法により５０００人を抽出し、調査員による訪問留置法で実施、有効回

収数（率）は３３８３人（６７．７％）であった。

６）「他人の手助けの必要の有無」と「日常生活が不自由になったときに近所の方にして欲しいことの数」、

「近所の困っている世帯にする手伝いの程度」の間には有意な相関がみられなかった。

７）災害時の緊急対応システムの構築に関しては紙幅の関係もあり、ここで十分に論じることは困難であ

る。地域特性を視野に入れた具体的なシステムのデザインについては、あらためて考察を試みたい。
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